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平成２９年度司法試験再現答案（知的財産法） 

 

【第１問（特許権）】 

（設問１） 

１．X１としては、Y製品２は、本件特許発明の技術的範囲に属しており、その製造販売は

本件特許権の実施行為（２条３項１号）に該当するとして、本件特許権に基づき差止め（特

許法１００条１項）請求をすべきである。 

 具体的には、Y製品２は薬剤αと薬剤γ２を組み合わせて成るものであり、薬剤γ２は薬

剤βの一種であることから、Y製品２は本件特許製品の技術的範囲に属するとの主張が考え

られる。 

２．この X１の主張に対し、Yとしては、Yは X１の特許出願前である平成２７年１月に Y

製品１の製造に着手しており、かかる行為によって先使用権（７９条）を取得しており、

かかる先使用権の効力が Y製品２にも及ぶ結果、Y製品２の製造販売行為は本件特許権を

侵害する行為には当たらないとの反論をすべきである。以下、その妥当性につき検討する。 

３． 

（１）本問において Yは、本件特許発明の内容を知らずに、Y製品１の構想をし、その発

明に着手しているのであるから、「発明の内容を知らないでその発明をし」という要件は満

たす。しかし、Yは本件特許発明が出願される平成２７年４月の時点において未だ Y製品

１の製造販売という事業を行っておらず、生産ラインの設計・製造を発注したにとどまる

ため、かかる行為が「事業の準備」に該当するかが問題となる。 

（２）この点、「事業の準備」とは、即時実施の意図を有しており、かつその意図が外形的

客観的に表明されていることを要すると解する。 

 生産ラインの設計・製造を外部に発注するという行為からは、自己の発明品を大量に生

産する体制を構築し、それを販売するという Yの意図が表明されていると解することがで

き、Yの即時実施の意図は外形的に表明されているといえる。 

 したがって、Y製品１の製造販売につき先使用権を有していると解する。 

４．かかる先使用権が Y製品２の製造販売につき及ぶか。先使用権の範囲が問題となる。 

 まず、Y製品１・２ともに、その販売行為を事業の目的としており Y製品２の製造販売

が Yの事業の範囲内に含まれることに問題はない。Y製品２は Y製品１を改良して作られ

た製品であるところ、Y製品１の発明の範囲に含まれるかが問題となる。 

 この点、先使用権は、当初の実施行為に限定されるものではなく、実施行為に具現され

た発明思想の範囲に及ぶと解する。先使用権が特許権者の保護と、先使用権者の保護の調

和を目的としているところ、当初の実施行為に限定するというのは先使用権者の保護に欠
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ける結果となってしまうためである。 

 医薬品の世界においては、一度発明した薬について、よりよい効果を発揮するため日々

の改良がなされることは当然に予定されていることであるし、国民福祉の観点からも改良

行為は推奨されるべきものであると考えられる。このように考えると、改良品の製造販売

という行為は当初の実施行為の中に具現されている発明思想の範囲内であると考えられ、Y

製品２の製造販売についても、Y製品１の先使用権の効力は及ぶと解する。 

 以上より、Yの反論は妥当である。 

（設問２） 

１．X２としては、Z製品は本件特許発明の生産に用いるものであることから、その製造販

売を行うことは本件特許権についての間接侵害（１０１条１号ないし２号）に該当すると

して、その差止めを請求すべきである。 

 薬剤αはそれ単体で糖尿病治療用医薬品として用いられているものであるから、本件特

許発明にのみ用いるものではなく、１０１条１号による間接侵害は成立しないと考えられ

る。 

 そこで、X２としては、薬剤αは、薬剤αと薬剤βを組み合わせてより顕著な効果を発揮

するという本件特許発明において、その課題解決に不可欠なものであるといえる。そして、

薬剤αは医師の処方によってしか入手することができないものであるから、Z製品は日用品

には該当せず、Zも本件特許権の存在、Z製品が本件特許権の実施に用いられるものである

ことを知っていたのであって、Z製品を業として製造販売することは１０１条２号により、

本件特許権に対する間接侵害行為となるとの主張をすべきである。 

２．かかる主張に対し、Zとしては本件特許発明が「組み合わせて成る治療用医薬」という

発明であり物の発明であって、医師が薬剤αと薬剤βを同時に服用するよう処方したとし

ても物の発明としての本件特許発明の実施行為には該当しないとして、直接侵害行為がな

い以上間接侵害も成立しないとの反論が考えられる。以下、かかる反論の妥当性について

検討する。 

３．本件特許発明は、薬剤αと薬剤βを組み合わせて成る医薬という物についての発明で

あり、その物の生産、使用行為がなければ本件特許発明の実施行為（２条３項１号）には

該当しないと考えられる。しかし、本件特許発明の本質的部分は薬剤αと薬剤βを組み合

わせることにより、従来の医薬品よりより顕著な効力を有するという部分にあると解され

る。そうすると、現実に Z製品と A製品が同時に処方され同時に服用指示されることが多

いという使用形態は、本件特許発明の本質的部分を使用している形態だということができ

る。 

 また薬剤β自体は市販されているものであって、Z製品の処方さえ受ければいつでも特許



発明の本質的効果を得るべく、薬剤βとの併用が可能になるということを考えると、Zが Z

製品を無断で製造販売することは X１の本件特許権及び X２の専用実施権に対する影響は

大きいといえる。 

 したがって、本問において直接侵害が成立しないことを理由に間接侵害を否定すること

は権利者保護の観点から妥当ではない。 

 以上より、Zの反論は妥当ではなく、本問においては Zに間接侵害が成立すると考える。 

（設問３） 

１．X３としては、Cに対する差止めについては、C 製品が本件特許発明の実施品であり、

自身は独占的通常実施権を有していることを理由に１００条１項を類推適用し、差止め請

求をすべきである。 

 そして損害額の推定については、損害額算定の困難性の緩和という趣旨は、特許権者、

専用実施権者のみ妥当するものではなく、独占的通常実施権者にも妥当するものであるか

ら、１０２条２項を類推適用し、その賠償を請求する（民法７０９条）との主張をすべき

である。 

２．これに対し、C としては差止めも損害額の推定も条文上その主体は特許権者・専用実

施権者に限られるとの反論が考えられる。この反論の妥当性につき検討する。 

３． 

（１）差止めは特許権者・専用実施権者の当該特許に対する排他的支配権に裏打ちされた

ものであり、特許権の持つ物権的効力が前提となっていると考えられる。 

 独占的通常実施権者の持つ独占権はあくまでも X２X３間の契約上のものであり、債権的

な効力を有するにとどまることからすると、X３に差止請求権を認めることは妥当ではなく、

Cの反論が妥当である。 

（２）損害額の推定については、独占的通常実施権者についても、その債権的独占権の侵

害を理由とする損害賠償請求が観念できることを前提に、特許権侵害における損害額算定

の困難性は、独占的通常実施権者の場合もかわりなく、算定の困難性緩和という趣旨は X

３にも及ぶと解されるため Cの反論は妥当ではない。 

４．さらに Cの反論として、X３は本件特許発明を自己実施していないのであるから、１０

２条２項による賠償額の推定を受けることはできないとの主張が考えられる。 

 この反論については、確かに X３は第三者に発明の実施をさせていることから、損害額算

定の基礎となる損害そのものが観念できないのではないかと考えられる。しかし、１０２

条２項の適用においては、自己実施は要件ではなく、侵害行為がなければ利益を得られて

いたであろう事情が存在していれば良いものと解する。 

 本問において、B 製品 C製品はともに本件特許発明の実施品であり、市場で競合してい



るということからすると、本件行為がなければ X３は利益を得られていたであろう事情が認

められるためかかる反論は妥当ではない。 

５．また、Cとしては、X３の B社に対する再実施許諾は契約違反であること、また自身も

X２から通常実施権の許諾を受けていることを反論として主張することが考えられる。 

 この点についてはあくまでも契約の効力は契約当事者間の問題であり、X３の Cに対する

損害賠償の成否には影響しないと解する。したがって、Cが X２に対し契約責任を追及する

ことはあり得るとしても Cが通常実施権の許諾を受けていることが X３からの請求を拒絶

する理由とはならないと考える。 

 以上より X３による１０２条２項により推定される賠償額の請求は認められると考える。 

 

【第２問（著作権）】 

（設問１） 

１．乙としては、Mは乙を著作者とする音楽の著作物（著作権法１０条１項２号）である

ところ、乙に無断でMの歌唱を行うことは、公衆に対しMを直接聞かせることを目的とす

るものであるから乙の演奏権（２２条）を侵害する行為であるとして、今後の侵害を予防

するために侵害予防請求（１１２条１項）として同じ演目でのチャリティーコンサートの

開催の差止めを求めるとの請求をすると考えられる。「公衆」という点については、５０人

という来聴者は多数（２条５項）とは言えないにしても、市職員であれば誰でも無料で入

場できたということから不特定の者に向けられた歌唱であると評価でき、「公衆」という要

件を満たすとの主張をすべきである。 

２．これに対し丙としては、そもそもMの歌唱を行ったのは Aであり、丙は行為主体では

ないということ及び仮に行為主体が丙であるとしても営利を目的としない演奏として３８

条１項により許容されるとの反論が考えられる。 

３． 

（１）侵害主体性については、確かに歌唱自体は Aが行っていることから問題となる。こ

の点については、丙の Aに対する管理支配の程度および歌唱による経済的利益帰属の態様

によって判断すべきであると解する。 

 本問についてみるに、確かにコンサート自体は丙の主催であり Aへの歌唱も丙の依頼に

よるものであって、丙による一定の管理があったことは認められる。しかし、本問におけ

る著作権侵害行為の枢要な点であるMという楽曲を歌唱対象に選ぶという点については、

その選曲は Aに一任されていたものであり、丙の支配が及んでいたものではない。そして、

本件コンサートは A に対し無報酬で行われているものの、入場料は無料であり歌唱の結果

丙に帰属する利益はなんら存在していない。 



 したがって、本件歌唱は Aの自由意志により行われ、また丙は本件歌唱によりなんらの

経済的利益も得ていないのであるから、行為主体を丙であるということはできない。 

（２）また仮に丙が行為主体であるとしても、Mはすでに発行された CDに収録されてお

り公表済みであること、コンサートは入場料無料で行われ、Aにもなんらの報酬も支払わ

れていないということから３８条１項により、著作権侵害を構成しないと考える。 

 寄付金を募っていたという点についても、あくまで任意に寄付を募るものであり、また

市内の福祉施設へ贈られるものであって歌唱の対価としての性質有していないから、「料金」

ということはできない。 

４．以上より丙の反論が妥当であり、乙の請求は認められない。 

（設問２） 

１．まず乙としては、歌唱している動画を撮影することは、Mの有形的再製にあたり著作

物の複製（２条１項１５号）であり、それをネットにアップすることは複製および送信可

能化（２条１項９号の５イ）に該当するとして、乙のMについての複製権（２１条）、送信

可能化権（２３条１項）を侵害するとの主張をし、動画配信の差止め（１１２条１項）を

請求すべきである。 

２．そしてかかる主張に対し、丁としては著作物の適法な引用（３２条１項）として著作

権侵害を構成しないとの反論をすることが考えられる。以下、妥当性につき検討する。 

３．本問においてMはすでに発行された CDに収録されており公表されているといえる。

この上で適法な引用と認められるためには、引用された著作物が明瞭に区分でき、引用さ

れた著作物が引用先においてあくまでも従たるものとして扱われていることが必要である

と解する。 

 本問において、本件動画の部分は記事の窓になっているのであるから、明瞭に区分する

ことはできる。そして、記事の窓は全体の８分の 1の面積であり、８分の７は本件記事の

文章で構成されていること、および動画は７分間の歌唱のうち１分間利用されているに過

ぎず、M全体を動画から把握することはできないと考えられることからすると、あくまで

も文章部分が本件記事の主たる部分であり、動画は従たる物として利用されているといえ

る。 

 しかし、本件記事には配信期限がなく、いつまでもネット上でかかる動画を見ることが

できるということは、Mが楽曲であるということの性質上その部分を繰り返し視聴すると

いうことにも意味があり、それを目的とする視聴がいつまでも継続されるということを意

味しており、コンサートの開催を伝えるという記事の目的上正当な方法であるとは言えな

いと解する。 

 したがって、記事の掲載から１年以上経っていることを考えても、本件記事における歌



唱の引用は３８条１項により許容されるものであるとは言えず、丁の反論は妥当ではない。 

 以上より乙の請求が認められるべきであると解する。 

（設問３） 

１．甲としては、Q章は甲がテーマに沿って詩を厳選しその配列をしたものであって、そ

の詩の選択、配列には甲の創作性があらわれていることから編集著作物（１２条１項）に

該当すると主張した上で、本件 CDは Q章の二次的著作物（２条１項１１号）にあたり、

甲の翻案権（２７条）を侵害すること、そして本件 CDを発行することは甲の譲渡権（２

８条、２６条の２第１項）を侵害することを主張すべきである。 

 そして、本件 CDに原著作者名として甲の名を表示していないこと、Q章の配列を組み

替えていることがそれぞれ甲の氏名表示権（１９条１項）、同一性保持権（２０条１項）を

侵害すると主張して、本件 CD発行の差止め（１１２条１項）および損害賠償請求（民法

７０９条）の主張をすべきである。 

２．これに対し乙の反論として、そもそも Q章は著作物ではない、本件 CDは Q章の二次

的著作物であるとはいえないとの反論が考えられる。以下検討する。 

３． 

（１）詩の選択については甲が、戦争の悲惨さを格調高く歌ったものという観点から甲が

６０編を厳選したものであり甲の創作性が認められる。 

 そして配列についても各テーマごとに６章に分けて構成したもので、章ごとにテーマに

沿ってその配列をしているのであるから甲の創作性が認められる。 

 以上より、Q章は編集著作物に該当すると言える。 

（２）本件 CDにおいて曲の順序を詩の配列と変えることは翻案に当たるか。詩の配列を

変えることで Q章の表現上の本質的特徴を直接感得することができなくなるのではないか

が問題となる。 

 この点、Q章の本質的特徴は「戦の果てに」と題した章に沿う詩を甲が厳選するところ

にも認められるのであり、章内における詩の配列のみによって表現されるものではない。

したがって、詩の配列のみを入れ替えたことで Q章の表現上の本質的特徴が失われるもの

ではなく、本件 CDは Q章の本質的特徴を維持しつつ、新たな創作性を付与したものとし

て二次的著作物に該当すると解する。 

４．以上より乙の反論は妥当ではなく、Q章についての翻案権、譲渡権、氏名表示権、同

一性保持権侵害に基づく甲の請求は認められると解する。 

（設問４） 

１．乙としては戊のMの利用方法は乙の名誉声望を害する態様での利用であることを理由

として（１１３条６項）、その差止めを請求すべきである。 



２．これに対し、戊としては本件利用は乙の名誉声望を害するものではないとの反論が考

えられる。 

３．この点につき、戦争を茶化す喜劇での利用が乙の名誉を害するものであるかが問題と

なるが、本件利用はMの価値そのものを貶めるような利用態様ではなく、戦争を茶化す喜

劇の中で利用するという行為態様自体、社会的相当性を逸脱しているものとは言えない。 

 著作権法が著作権者の保護と著作物の利用による文化の発展との調和を目的としている

ことからすると、戦争を茶化す喜劇というありがちな劇の中で曲を利用することを禁止す

ることは、著作物の利用を極端に制限するもので妥当ではないと考える。戊は利用の許諾

を得ている以上本件利用は乙の名誉を害するものであるとまでは言えない。 

 以上より、戊の反論が妥当であり、乙の請求は認められない。 

（以上） 

 



平成２９年 司法試験 知的財産法 

 

【第１問】 

第１．設問１ 

１．Ｘは、Ｘが有する本件特許権は、「薬剤αと、薬剤ｙ１、ｙ２、ｙ３及びｙ４から選ば

れる薬剤βを組み合わせてなる糖尿病治療医薬」であるところ、Ｙが製造販売している薬剤

ｙ２は、薬剤αとｙ２を組み合わせた糖尿病治療医薬であり、これは本件特許の範囲に含ま

れ、本件特許権を侵害すると主張する。Ｘは、特許法１００条１項に基づき製造販売の差し

止め及び、民法７０９条に基づき損害賠償を請求する。 

２．Ｙは、本件特許権の設定登録がなされた平成２７年４月５日より以前の同年１月、Ｙ製

品１を着想し、生産ラインの設計製造を外部に発注していたことから、特許法７９条の先使

用権が認められるとの反論をすることが考えられる。 

 Ｙが本件特許権の設定登録時に行っていたのは、生産ラインの設計製造の発注に過ぎな

いが、このような場合にも先使用権が認められるか。７９条の「事業の準備」は、即時実施

の意図があり、それが外形上表明されていれば認められる。Ｙは、本件特許権設定時にＹ製

品１を製造販売する意図を有しており、その生産ラインを発注していたのだから意図が外

部に表明されていたといえる。よって、７９条の「事業の準備」をしていたといえる。 

 現在Ｙが製造販売しているのは、Ｙ製品１に改良を加えたＹ製品２であるが、Ｙ製品２の

製造販売にも先使用権が認められるか。この点、特許権設定時点で製造していたものにのみ

先使用権を認めると、より効能を発揮したり使用しやすくしたりするという工夫をするこ

とができなくなり、社会のニーズに対応することができなくなる。そうすると実質的には先

使用権を認めていないのと同じことになるので、特許権設定時に実施していたものを改良

したものについても先使用権を認めるべきである。 

 以上より、Ｙの７９条に基づく先使用権の主張は認められる。 

第２．設問２ 

１．Ｘ２は、本件特許権の専用実施権（７７条１項）を有している。本件特許製品は、薬剤

αと、薬剤βを組み合わせて成る糖尿病治療医薬であるところ、Ｚは薬剤αを製造販売して

いる。Ｘ２は、１０１条１項２号に基づき、Ｚ製品の製造販売の差し止めを請求することが

考えられる。 

 本件特許は糖尿病治療医薬という物についての発明である。Ｚ製品である薬剤αは、本件

特許製品の生産に用いるものであり、本件特許製品が薬剤αと薬剤βを組み合わせるとい

うものである以上、薬剤αは本件特許製品の生産に必要不可欠であるといえる。Ｚは本件特

許権の存在を知っていた。また、薬剤αとβがあわせて使用されていたことを知っていたこ

とから、薬剤αとβを組み合わせることで効能を発揮することは知っており、本件発明にお

いて課題解決のために薬剤αが不可欠であるということも知っていたと考えられる。また、

Ｚは製薬会社であるから業としてＺ製品を生産譲渡していたといえる。Ｘ２は、以上のよう
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に、Ｚの製造販売は、１０１条１項２号の間接侵害にあたると主張して、差し止めの請求を

すると考えられる。 

２．Ｚは、薬剤αは、医師の処方箋によって入手できるものであり、「広く一般に流通して

いる」といえるので、１０１条１項２号のかっこ書きにあたり、間接侵害は成立しないと主

張することが考えられる。 

 同号の趣旨は、特許発明に必要不可欠の物が一般に手に入るようになると、容易に特許製

品を製造し使用することができるようになり、特許製品を購入しようとする意欲がなくな

るため、特許権者の保護のために必要不可欠の物の譲渡等を制限しようとするものである。

そして、同号かっこ書きの趣旨は、一般に広く流通しているものであれば、訴えの相手方の

製造販売が差し止められたとしても、他の者が製造販売している物を用いて特許発明を実

施することは可能であり、侵害とみなす意味をもたないことから、このような物を対象から

はずそうという趣旨である。 

 本件では、薬剤αは医師の処方箋がなくては手に入らないものである。薬剤αを手に入れ

るためには、医師の診断を受け薬剤αが必要だと判断される必要があり、一般に患者の側か

ら処方される薬を指定することはできない。よって、一般に簡単に入手して本件特許製品を

製造し使用するということが出来るとはいえない。以上より、同号かっこ書きにはあたらず、

除外されない。 

 以上より、Ｚの反論は認められない。 

第３．設問３ 

１．Ｘ３はＣに対して、本件特許発明について、Ｘ３は専用実施権者であるＸ２から独占的

通常実施権を与えられているところ（７７条４項）、Ｃが本権特許発明を実施していること

から、１０２条２項に基づき損害賠償をするとの主張をする。独占的通常実施権者は、特許

権者との間の契約で独占的な実施を認められているにすぎず、独占的通常実施権には物権

的な効力はなく、債権的な効力があるにとどまると考えられる。独占的通常実施権者が第三

者に対して実施の差し止めを請求することはできないが、損害賠償請求については債権的

効力から認めることが出来ると考える。よって、Ｘ３は、Ｃに対して損害賠償請求の主張を

することができる。 

２．これに対し、Ｃは、専用実施権者であるＸ２から正当な通常実施権を得ており、一方で

Ｘ３は自らＢに製造販売をさせることで独占的な通常実施権を放棄しているといえるから、

Ｘ３も単なる通常実施権者といえると主張する。ＣとＸ３はそれぞれ独占性を有しない通

常実施権者であるから、Ｘ３がＣに損害賠償請求をすることはできないとの主張である。 

３．これに対し、Ｘ３は、独占的通常実施権を放棄していないとの主張をする。 

Ｘ３は、Ｂに製造販売をさせるにあたってＢからライセンス料を得ており、Ｘ３が自ら独

占的に製造販売した場合に得る利益と同等の利益をライセンス料として得ていることにな

る。Ｘ３はＢをいわば道具として自らの代わりに製造販売させたにすぎず、Ｘ３がＢに製造

販売をさせていることをもって、本件特許発明を独占的に実施することによる利益を得る



ことを放棄したとはいえない。 

以上より、Ｃの反論は認められず、Ｘ３のＣに対する損害賠償請求は認められる。 

 

【第２問】 

第１．設問１ 

１．乙は、丙に対して著作権侵害を主張し、著作権法１１２条１項に基づく差止請求をして

いる。乙は、以下のように著作権侵害を主張する。 

（１）著作物 本件で問題となっている著作物は、Ｍという曲であり、これは１０条１項２

号の音楽の著作物にあたる。（２）著作者 Ｍの著作者は、Ｍを作曲した乙である。（３）侵

害態様 丙が主催するコンサートの中で、歌手ＡがＭを歌唱した。（４）支分権侵害 丙が

主催するコンサートでＭが歌唱されたことは、演奏権（２２条）侵害にあたる。２条１項１

６号かっこ書きより、歌唱も演奏に含まれる。 

２．これに対して、丙は、本件コンサートはチャリティーコンサートであり、入場が無料で

あり、歌手Ａへの報酬も支払われていないから、３８条１項により、違法性が阻却されると

いう主張をする。 

 本件は、入場は無料で、歌手Ａも無報酬で歌唱している。もっとも、本件コンサートは市

の職員を対象としたものであり、プログラムの中には市の福祉施設への寄付のお願いと封

筒が挟んであり、寄付をしたいものは封筒にいれて出口の募金箱に投じるように記載され

ていた。 

 観客が市の職員であることから、自分の勤める市の福祉施設への募金はしなくてはなら

ないという心理になりやすい状況にある。さらに、他の観客も市の職員であるから、周りの

目を気にして、募金をしなくてはならないという心理状況になりやすい。 

 また、パンフレットはコンサートを聴いた者だけを対象に配られるものであり、プログラ

ムには歌唱された曲目が記されていたと考えられること、回収場所が会場の出口にあるこ

とから、寄付はコンサートを観覧したことの対価として支払うことが提案されたものと考

えられる。 

 以上より、本件では観客がコンサートを観覧したことの対価を支払わなくてはと感じる

状況にあったといえ、３８条１項の適用はないものと考えられる。 

 よって、丙の反論は認められず、乙の損害賠償請求は認められる。 

第２．設問２ 

１．乙は、丁に対して、著作権侵害を主張し、１０２条１項に基づく差止請求をしている。 

 乙は以下のように丁の著作権侵害を主張する。第１と同じく本件で問題となっている（１）

著作物は音楽の著作物Ｍで、（２）著作者は乙である。（３）侵害態様 丁が、インターネッ

ト上で、ＭをＡが歌唱している様子を撮影した動画をニュース記事に添付している。 （４）

支分権侵害 Ｍを歌唱している動画を撮影した行為につき複製権（２１条、２条１項１５

号）、動画をインターネットに配信した行為につき公衆送信権（２３条１項）侵害がある。



（５）著作者人格権侵害 Ｍの著作者が乙であることを表示していないから、氏名表示権

（１９条１項）侵害がある。 

２．（１）これに対し、丁は、支分権侵害について、ニュースの記事に動画を添付した行為

は３２条１項にいう引用にあたり、違法性が阻却されるとの主張をする。 

 ３２条１項にいう引用にあたるためには、著作物を利用している部分以外が主、著作物を

利用している部分が従という主従の関係になくてはならない。主従の関係にあるか否かは、

個別の事案ごとに、社会通念に照らして判断されるべきである。本件記事は、本件コンサー

トが開催されたことを伝える記事であり、記事の文字数は、５００文字である。これは、通

常のインターネットにおいて文字でニュースを伝える記事として一般的な長さであるとい

える。また、動画の長さは、Ｍ歌唱が７分間であったうち１分間であり、全体の７分の１に

過ぎず、コンサートの様子を視覚的に伝えようとする目的を超える長さではない。そして、

画面のなかで、動画のスペースは、８分の１で他のスペースに文字が配置されている。以上

の事情から、本件記事は文字で本件コンサートの開催の目的やその様子を伝えることを主

な目的としており、その様子を視覚的に知らせるために従として動画を添付しているもの

といえる。また、本件コンサートが開催されたことをニュースとして伝えることは報道とし

ての正当な目的をこえるものではない（３２条１項後段）。 

 以上より、支分権侵害について、違法性が阻却される。 

（２）丁は、氏名表示権について、動画の配信は、コンサート開催を伝えるという主たる目

的があるうえで、視覚的にも伝えようとする従たる目的によるものであり、内容もＭの歌唱

の７分の１を切り取ったものであるから、著作者である乙の氏名を表示しなくても乙が著

作者であることを主張する利益を侵害するようなものではなく、１９条３項に基づき違法

性が阻却されると主張する。 

 上述のように本件動画は、Ｍが歌唱されている様子自体を配信することを目的としたも

のではなく、あくまでコンサートの様子の一部を視覚的に伝えようとしたにすぎないから、

乙が著作者であることを表示しなくても、乙の利益を侵害するとはいえない。 

 以上より、氏名表示権侵害について、違法性が阻却される。 

第３．設問３ 

１．甲は乙に対し、著作権侵害を主張して、１０２条１項に基づく差止、民法７０９条に基

づく損害賠償請求を主張している。甲は以下のように著作権侵害を主張する。 

 （１）著作物 本件で問題となる著作物は、本件詩集であり、これは１２条１項の編集著

作物にあたる。（２）著作者 著作者は、詩を厳選し、テーマごとに章分けして構成した甲

である。（３）侵害態様 乙は、本件詩集の中の１０の詩に曲をつけ本件ＣＤとして発行し

た。本件詩集や甲について言及がなかった。 （４）支分権侵害 １０の詩に曲を付けたこ

とについて、翻案権（２７条）侵害がある。 （５）著作者人格権侵害 曲を付けたことに

ついて同一性保持権（２０条１項）、甲の氏名を表示していないことについて氏名表示権（１

９条１項）侵害がある。 



２．これに対し、乙は、翻案権及び同一性保持権について、甲の創作性が認められる部分に

は改変を加えていないと主張する。本件詩集について甲の創作性が認められる部分は、詩を

選択し並べたという点である。乙が、本件詩集の中で全体の６分の１にすぎない１０を選択

し、また順番も本件詩集とは異なる構成にしていることからすると、乙が曲をつけたという

行為は、甲の創作性が認められる部分についての改変とはいえない。よって、翻案権侵害お

よび同一性保持権の主張は認められない。 

３．氏名表示権について、上記のように乙のＣＤは、本件詩集に改変を加えたものとは言え

ないから、甲の氏名表示をする必要はない。 

第４．設問４ 

 乙は、戊に対して、翻案権侵害及び同一性保持権侵害を主張する。翻案権侵害は認められ

るが、同一性保持権については、やむを得ない改変にあたり、違法性は阻却される。 

（時間切れ） 


